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1. 背景と目的 

近年，全国の農業用用排水路での転落事故の報告が相次いでおり，水路周辺の地域住民

および施設利用者に対する安全性の確保が管理主体等にとって重要な課題となっている。

しかし，農業用用排水路の人間工学的観点からの安全性に関する研究例はきわめて少なく，

転落事故に関する全国的なデータも公表されていないのが現状である。 

本研究では，全国の農業用用排水路における転落事故の実態を明らかにし，得られたデ

ータをもとに事故原因の分析を行うとともに，その予防対策について検討することを目的

とした。 

2. 方法 

全国の農業用用排水路での転落事故に関するデータ（平成 26～30 年度）を収集するに

あたり，各都道府県庁へのアンケート調査を行った。各都道県庁からの回答ではデータを

得ることができなかった 10 箇所については，土地改良事業団体連合会への調査も実施した。

なお，アンケートの回収率は 97.4%である。 

3. 結果と考察 

図-1 に水路転落事故による死傷者数の月別変化を示した。死傷者数は 5 月に最も多く，

その後は，11 月まで減少傾向にあり，12 月から翌年の 3 月までは増加と減少を繰り返して

いる。5 月に死傷者数が多い原因として，この時期は水田の代掻き時期であることから，

用排水路内の流量が増加し，流速が速くなったり水深が深くなったりするので，水路に転

落した際に大事故につながった可能性が高いと考えられる。 

図-2 に水路転落事故による死傷者数の年代別割合を示した。死傷者のうち「70 代以上」

が 55.2%（194 人）と最も多く，死傷者全体の半数以上を占めていた。次いで多かったのは，

16.6%（59 人）の「60 代」であった。一方で，最も少ないのは「30 代」の 0.6%（2 人）で

あった。「60 代」と「70 代以上」を合わせると 71.8%（253 人）であり，高齢者の転落事故

が多く発生していることがわかった。死傷者全体に占める高齢者の割合が高いのは，農村

地域やその周辺地域の住民の高齢化に加え，高齢者の身体・判断能力等の低下によるもの

と考えられる。死傷者数の農家・非農家別の割合は，｢農家｣12.6%（45 人），｢非農家｣15.2%

（54 人），｢不明｣72.2%（257 人）であった。 

図-3 に水路転落事故現場の水路種類別割合（左図）および転落防止対策の有無別割合（右

図）を示した。事故が発生した水路は，｢用水路｣71.1%（253 人），｢排水路｣25.5%（91 人）， 
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｢用排兼用水路｣3.1%（11 人），｢不明｣0.3%（1 人）であった。用水路での事故割合が目立つ

のは，排水路に比べて流速が速いこと等が関係しているものと考えられる。また，転落防

止対策は，「あり」23.9%（85 人），「なし」32.3%（115 人），「不明」43.8%（156 人）であ

り，防止対策が行われていない用排水路での死傷者数は、対策が行われている用排水路の

死傷者数と比べて 3 割以上多かった。 

表-1 に水路転落事故による死傷者の行動別割合を示した。事故当時の行動がわからない

｢不明｣のデータを除けば，｢自転車の運転中｣の事故が最も多く，その次に多く発生してい

る｢自動車の運転中｣の事故とともにその件数は年々増加しており，前述の農村部やその周

辺地域の高齢化との因果関係が強いものと考えられる。 

4. まとめ 

本研究では，各都道府県庁と土地改良事業団体連合会にアンケート調査を実施し，農業

用用排水路における転落事故の実態を明らかにした。 

 農業用用排水路での相次ぐ事故を受け，国は土地改良区等の施設管理者が安全対策を実

施する際の費用を補助している。しかし，転落防止柵の設置費用は約 1 万円/m と高価であ

り，総延長が 40 万 km にも上るとされている全国の用排水路に転落防止柵を設置するとな

れば莫大な費用がかかることになり，また，農家側の立場から見れば，営農上で支障を来

すことも考えられる。すべての用排水路に柵や蓋を設置するといったハード面のみの対策

は現実的ではなく，地域住民に用排水路の仕組みや危険性を認識してもらい，そういった

場所に近づかないよう促すといった，ソフト面の対策も合わせて進めていくなどし，安全

性と経済性の両方を考慮しながら効果的な対策を実施していくことが重要である。 

 

 
 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

図-1 転落事故による死傷者数の月別変化 

図-3 転落事故現場の水路種類別割合および  

転落防止対策の有無別割合 

表-1 転落事故による死傷者の行動別割合 

図-2 転落事故による死傷者数の年代別割合 
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